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 第 2 回定例会        議案第 62 号 

 

 

令和 5 年度安芸高田市一般会計補正予算（第 3 号） 

 

 令和 5 年度安芸高田市の一般会計補正予算（第 3 号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第 1条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ367,083千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 20,570,053 千円とする。 

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、｢第 1 表 歳入歳出予算補正｣による。 

（債務負担行為の補正） 

第 2 条 債務負担行為の変更は、「第 2 表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第 3 条 地方債の変更は、｢第 3 表 地方債補正｣による。 

 

 

令和 5 年 6 月 12 日提出 

 

安芸高田市長 石丸 伸二   

 



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

15 国庫支出金 1,889,923 224,286 2,114,209

 2 国庫補助金 415,681 224,286 639,967

16 県支出金 1,684,536 2,000 1,686,536

 2 県補助金 744,189 2,000 746,189

19 繰入金 1,579,567 130,497 1,710,064

 3 基金繰入金 1,059,561 130,497 1,190,058

22 市債 1,203,200 10,300 1,213,500

 1 市債 1,203,200 10,300 1,213,500

20,202,970 367,083 20,570,053

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 入 合 計
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     歳        出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,786,653 58,283 3,844,936

 1 総務管理費 3,487,700 58,283 3,545,983

 3 民生費 5,706,978 174,108 5,881,086

 1 社会福祉費 3,437,592 173,470 3,611,062

 3 生活保護費 303,877 638 304,515

 4 衛生費 1,783,300 1,760 1,785,060

 1 保健衛生費 1,222,257 1,760 1,224,017

 6 農林水産業費 1,218,931 2,000 1,220,931

 1 農業費 1,109,517 2,000 1,111,517

 7 商工費 541,752 124,006 665,758

 1 商工費 541,752 124,006 665,758

10 教育費 1,599,173 6,926 1,606,099

 1 教育総務費 505,837 2,895 508,732

 2 小学校費 253,232 1,185 254,417

 3 中学校費 112,500 1,477 113,977

 6 保健体育費 381,238 1,369 382,607

20,202,970 367,083 20,570,053

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 出 合 計
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(変 更） （単位：千円）

第　2　表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

広報あきたかた編集発行業務（令
和5年度契約分）

令和6年度から

令和8年度まで
64,108

令和6年度から

令和8年度まで
67,386

事　　　　　　項

補　正　前 補　正　後

期　　　　　　間 限　度　額 期　　　　　　間 限　度　額

一般会計 - 4 -



（単位：千円）

限　度　額
起債の
方法

利　率 償還の方法 限　度　額
起債の
方法

利　率 償還の方法

総 務 事 業 181,300 181,500

教 育 事 業 116,800 126,900

計 1,203,200 1,213,500

*
借入先の融資
条件による。但
し市財政の都
合により据置期
間を短縮し、も
しくは繰上償還
又は、低利に
借換えすること
ができる。

第 3 表　　　地　　　方　　　債　　　補　　　正

起 債 の 目 的

補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

*
証書借入
又は証券
発行

*
4.0％以内
但し利率見直
し方式で借り
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを行
なった後にお
いては、当該
見直し後の利
率。

*
借入先の融資
条件による。但
し市財政の都
合により据置期
間を短縮し、も
しくは繰上償還
又は、低利に
借換えすること
ができる。

*
証書借入
又は証券
発行

*
4.0％以内
但し利率見直
し方式で借り
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを行
なった後にお
いては、当該
見直し後の利
率。
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１．総括

(歳　入)

款

15 国庫支出金 1,889,923

16 県支出金 1,684,536

19 繰入金 1,579,567

22 市債 1,203,200

20,202,970

補 正 前 の 額

歳 入 合 計

-6-一般会計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書



(単位:千円) 

224,286 2,114,209

2,000 1,686,536

130,497 1,710,064

10,300 1,213,500

367,083 20,570,053

補 正 額 計
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（歳　出）

款

 2 総務費 3,786,653 58,283 3,844,936

 3 民生費 5,706,978 174,108 5,881,086

 4 衛生費 1,783,300 1,760 1,785,060

 6 農林水産業費 1,218,931 2,000 1,220,931

 7 商工費 541,752 124,006 665,758

10 教育費 1,599,173 6,926 1,606,099

20,202,970 367,083 20,570,053歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

-8-一般会計



(単位：千円)

19,987 0 200 39,687 △1,591

95,469 0 0 0 78,639

0 0 0 0 1,760

0 2,000 0 0 0

118,930 0 0 △2,000 7,076

△10,100 0 10,100 1,842 5,084

224,286 2,000 10,300 39,529 90,968

そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債

-9- 一般会計



２．歳入
（款） 15 国庫支出金

款

項

目

15 国庫支出金 1,889,923 224,286 2,114,209

 2 国庫補助金 415,681 224,286 639,967

 1 総務費国庫補助金 38,886 234,067 272,953

 2 民生費国庫補助金 134,942 319 135,261

 7 教育費国庫補助金 41,607 △ 10,100 31,507

（款） 16 県支出金

16 県支出金 1,684,536 2,000 1,686,536

 2 県補助金 744,189 2,000 746,189

 4 農林水産業費県補助金 328,855 2,000 330,855

（款） 19 繰入金

19 繰入金 1,579,567 130,497 1,710,064

 3 基金繰入金 1,059,561 130,497 1,190,058

 1 財政調整基金繰入金 196,362 90,968 287,330

 5 地域振興基金繰入金 91,690 37,500 129,190

 6 ふるさと応援基金繰入金 263,909 8,829 272,738

 8 過疎地域持続的発展基金繰入金 206,529 △ 6,800 199,729

（款） 22 市債

22 市債 1,203,200 10,300 1,213,500

 1 市債 1,203,200 10,300 1,213,500

 1 総務債 181,300 200 181,500

 6 教育債 116,800 10,100 126,900

補 正 前 の 額 補 正 額 計

-10-市債



（単位 ： 千円）

節   

 2 総務管理費補助金 234,067 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金 214,080

先導的官民連携支援事業補助金 19,987

 1 社会福祉費補助金 319 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

 1 小学校費補助金 △ 10,100 公立学校施設整備費補助金

 1 農業費補助金 2,000 ため池緊急整備事業補助金

 1 財政調整基金繰入金 90,968 財政調整基金繰入金

 1 地域振興基金繰入金 37,500 地域振興基金繰入金

 1 ふるさと応援基金繰入 8,829 ふるさと応援基金繰入金

金

 1 過疎地域持続的発展基 △ 6,800 過疎地域持続的発展基金繰入金

金繰入金

 1 総務管理債 200 過疎地域持続的発展基金造成

 1 小学校債 10,100 小学校施設整備事業

区 分 金 額
説 明

-11- 市債



３．歳出
（款）  2 総務費

款
項

目
 2 総務費 3,786,653 58,283 3,844,936 19,987 200 39,687 △1,591

 1 総務管理費 3,487,700 58,283 3,545,983 19,987 200 39,687 △1,591
 2 文書広報費 29,909 1,062 30,971 0 0 0 1,062

 6 基金管理費 1,088,028 200 1,088,228 0 200 0 0

 7 企画費 249,199 22,721 271,920 19,987 0 2,187 547

12 自治振興費 172,594 34,300 206,894 0 0 37,500 △3,200

（款）  3 民生費

 3 民生費 5,706,978 174,108 5,881,086 95,469 0 0 78,639
 1 社会福祉費 3,437,592 173,470 3,611,062 95,150 0 0 78,320

 1 社会福祉総 630,075 173,470 803,545 95,150 0 0 78,320
務費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源

-12-民生費



（単位 ： 千円）

節         

12 委　託　料 1,062 文書広報活動に要する経費 1,062                
広報広聴事業費 1,062            
12 委　託　料 1,062        

○一般業務に関する委託料 1,062    
　広報あきたかた発行業務委託料 1,062    

24 積　立　金 200 基金管理に要する経費 200                
過疎地域持続的発展基金 200            
24 積　立　金 200        

10 需　用　費 547 企画調整等に要する経費 22,721                
12 委　託　料 19,987 企画調整事業費 19,987            
18 負担金補助 2,187 12 委　託　料 19,987        

及び交付金 ○一般業務に関する委託料 19,987    
　官民連携手法検討調査業務委託料 19,987    

ＪＲ線対策事業費 547            
10 需　用　費 547        

修繕料 547    
定住促進事業費 2,187            
18 負担金補助及び交付金 2,187        

○補助費（単独補助） 2,187    
　高校応援プロジェクト補助金 2,187    

14 工事請負費 34,300 地域振興に要する経費 34,300                
外郭団体等運営指導事業費 34,300            
14 工事請負費 34,300        

単独事業 33,000    
　単独事業 33,000    
維持修繕工事 1,300    
　維持修繕工事 1,300    

 1 報　　　酬 2,110 臨時特別給付に要する経費 173,470                
 3 職員手当等 1,639 価格高騰重点支援給付事業費 173,470            
 4 共　済　費 330 01 報　　　酬 2,110        
 8 旅　　　費 114 会計年度任用職員報酬（時間報酬等） 2,056    
10 需　用　費 401 会計年度任用職員（時間外勤務手当） 54    
11 役　務　費 2,050 03 職員手当等 1,639        
12 委　託　料 1,826 04 共　済　費 330        
18 負担金補助 165,000 08 旅　　　費 114        

及び交付金 10 需　用　費 401        
消耗品費 80    
印刷製本費 321    

11 役　務　費 2,050        
通信運搬費 1,497    
手数料 553    

12 委　託　料 1,826        
○一般業務に関する委託料 1,826    
　システム改修業務委託料 1,826    

区 分 金 額
説 明

-13- 民生費



款
項

目

 3 生活保護費 303,877 638 304,515 319 0 0 319
 1 生活保護総 12,528 638 13,166 319 0 0 319

務費

（款）  4 衛生費

 4 衛生費 1,783,300 1,760 1,785,060 0 0 0 1,760
 1 保健衛生費 1,222,257 1,760 1,224,017 0 0 0 1,760

 6 葬斎場費 51,411 1,760 53,171 0 0 0 1,760

（款）  6 農林水産業費

 6 農林水産業費 1,218,931 2,000 1,220,931 2,000 0 0 0
 1 農業費 1,109,517 2,000 1,111,517 2,000 0 0 0

 5 農村整備費 161,650 2,000 163,650 2,000 0 0 0

（款）  7 商工費

 7 商工費 541,752 124,006 665,758 118,930 0 △2,000 7,076
 1 商工費 541,752 124,006 665,758 118,930 0 △2,000 7,076

 2 商工業振興 86,504 128,530 215,034 118,930 0 4,800 4,800
費

 3 観光費 390,448 △4,524 385,924 0 0 △6,800 2,276

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源

-14-商工費



（単位 ： 千円）

節         

18 負担金補助及び交付金 165,000        
○補助費（単独補助） 165,000    
　電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金 165,000    

12 委　託　料 638 生活保護事務に要する経費 638                
生活保護総務管理費 638            
12 委　託　料 638        

○一般業務に関する委託料 638    
　システム改修業務委託料 638    

14 工事請負費 1,760 葬斎場管理運営に要する経費 1,760                
葬斎場運営費 1,760            
14 工事請負費 1,760        

維持修繕工事 1,760    
　維持修繕工事 1,760    

14 工事請負費 2,000 農業用施設の維持管理に要する経費 2,000                
農業用施設維持管理費 2,000            
14 工事請負費 2,000        

県費補助 2,000    
　県費補助 2,000    

12 委　託　料 4,800 商工業振興に要する経費 128,530                
18 負担金補助 123,730 商工業振興事業費 123,730            

及び交付金 12 委　託　料 4,800        
○一般業務に関する委託料 4,800    
　商工業者等地域連携推進業務委託料 4,800    

18 負担金補助及び交付金 118,930        
○補助費（単独補助） 118,930    
　中小企業等エネルギー価格高騰対策支援事業補助金 118,930    

企業立地推進事業費 4,800            
18 負担金補助及び交付金 4,800        

○補助費（単独補助） 4,800    
　起業支援事業助成金 4,800    

10 需　用　費 296 観光振興に要する経費 △4,524                
12 委　託　料 1,980 観光振興事業費（商工観光課所管） △4,820            
18 負担金補助 △6,800 12 委　託　料 1,980        

及び交付金 ○一般業務に関する委託料 1,980    
　観光情報発信業務委託料 1,980    

18 負担金補助及び交付金 △6,800        
○補助費（単独補助） △6,800    

区 分 金 額
説 明
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款
項

目

（款） 10 教育費

10 教育費 1,599,173 6,926 1,606,099 △10,100 10,100 1,842 5,084
 1 教育総務費 505,837 2,895 508,732 0 0 1,842 1,053

 2 事務局費 381,743 1,053 382,796 0 0 0 1,053

 3 学校教育振 121,741 1,842 123,583 0 0 1,842 0
興費

 2 小学校費 253,232 1,185 254,417 △10,100 10,100 0 1,185
 1 小学校管理 253,232 1,185 254,417 △10,100 10,100 0 1,185

費

 3 中学校費 112,500 1,477 113,977 0 0 0 1,477
 1 中学校管理 112,500 1,477 113,977 0 0 0 1,477

費

 6 保健体育費 381,238 1,369 382,607 0 0 0 1,369
 1 保健体育総 152,190 1,369 153,559 0 0 0 1,369

務費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源

-16-教育費



（単位 ： 千円）

節         

　観光協会運営支援事業補助金 △6,800    
観光振興施設管理運営費（政策企画課所管） 296            
10 需　用　費 296        

修繕料 296    

12 委　託　料 1,053 事務局が管理する学校教育に要する経費 1,053                
教育総務管理費 1,053            
12 委　託　料 1,053        

○一般業務に関する委託料 1,053    
　不動産鑑定業務委託料 231    
　分筆測量業務委託料 822    

13 使用料及び 1,842 社会の変化に対応した教育の推進に要する経費 1,842                
賃借料 子どもの学び充実事業費 1,842            

13 使用料及び賃借料 1,842        
システム使用料 1,842    

10 需　用　費 1,185 小学校施設・設備等管理整備事業費 1,185                
10 需　用　費 1,185        

修繕料 1,185    

10 需　用　費 1,477 中学校施設・設備等管理整備事業費 1,477                
10 需　用　費 1,477        

修繕料 1,477    

12 委　託　料 1,369 保健体育施設の運営等に要する経費 1,369                
体育施設維持管理費 1,369            
12 委　託　料 1,369        

○一般業務に関する委託料 500    
　共同利用型施設予約システム初期導入委託料 500    
○調査設計委託料 869    
　調査設計監理委託料 484    
　調査業務委託料 385    

区 分 金 額
説 明

-17- 教育費



1.一 般 職

(1)総括

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(224)

377

(220)

377

(4)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

46,710 29,206 18,640 3,140 2,269 103,645 12,170

46,710 29,206 18,640 3,140 2,269 102,006 12,170

1,639

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

3,890 25,280 3,222 635,361 25,100 292,884 8,573 1,210,090

3,890 25,280 3,222 635,361 25,100 292,884 8,573 1,208,451

1,639

給　与　費　明　細　書

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

休日勤務
手当

共済費 合　　計
備　　　考

単身赴任
手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

うち育児休業8名

うち育児休業8名

補正前

補正後

補正前

比　較

給　　　　　　与　　　　　　費

扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

夜間勤務
手当

区  分

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当組
合負担金

職
員
数

1,436,760

1,436,760

区  分

補正後

補正前

2,110

345,236

347,346

時間外勤務
手当

(選挙手当)区  分
管理職手当

1,639 3,749

1,208,451

1,210,090 2,994,196 528,730 3,522,926

528,400 3,518,8472,990,447

330 4,079比　較

補正後

一般会計 -18-



ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(3)

362

(3)

362

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

46,710 28,380 18,640 3,140 2,269 103,286 12,170

46,710 28,380 18,640 3,140 2,269 101,647 12,170

1,639

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

3,890 25,280 3,222 569,690 25,100 292,884 8,573 1,143,234

3,890 25,280 3,222 569,690 25,100 292,884 8,573 1,141,595

1,639比　較

補正前

補正後

時間外勤務
手当

(選挙手当)

退職手当組
合負担金

児童手当

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費 合　　計
備　　　考

補正後 1,415,740 1,143,234 2,558,974 458,600 3,017,574 うち育児休業8名

1,639

補正前 1,415,740 1,141,595 2,557,335 458,600 3,015,935 うち育児休業8名

1,639

備考1　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を
　含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載したもの。

比　較 1,639

比　較

区  分
夜間勤務

手当
管理職手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

補正後

補正前

単身赴任
手当

特殊勤務
手当

扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

職
員
手
当
の
内
訳

区  分

2　（）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。
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イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(221)

15

(217)

15

(4)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

826 359

826 359

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

65,671 66,856

65,671 66,856

共済費

433,112 69,800

備　　　考

補正後 347,346 21,020 435,222 70,130 505,352

2,110 330 2,440

扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

比　較

区  分
夜間勤務

手当
管理職手当

休日勤務
手当

補正後

補正前

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

職
員
手
当
の
内
訳

区  分
単身赴任

手当

備考1　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で
　予算の積算の基礎となったものについて記載したもの。

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費

補正前 345,236 21,020 66,856

補正前

比　較

児童手当
退職手当組
合負担金

時間外勤務
手当

(選挙手当)

補正後

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

　する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしたもの。

502,912

比　較 2,110

合　　計

2　（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

66,856
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(単位：千円)

前年度から
の繰越分

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還
見込額

22,661,949 20,735,807 101,400 1,181,100 2,556,938 19,461,369

(1) 公 共 事 業 等 債 180,807 166,640 15,381 151,259

(2) 公 営 住 宅 等 建 設 事 業 債 96,116 60,403 22,984 37,419

(うち住宅資金貸付事業債)

(3) 全 国 防 災 事 業 債 16,749 8,391 8,391 0

(4) 教育・福祉施設等整備事業債 189,365 159,283 32,459 126,824

(5) 一 般 単 独 事 業 債 8,459,923 7,324,121 21,600 86,500 1,059,124 6,373,097

(7,533,480) (6,559,714) (919,774) (5,639,940)

(6) 辺 地 対 策 事 業 債 75,321 25,182 25,182 0

(7) 過 疎 対 策 事 業 債 6,359,513 6,395,015 79,800 998,300 682,116 6,790,999

(774,330) (669,905) (7,800) (52,900) (118,068) (612,537)

(8)
国の予算貸付・政府関係機関貸
付債(公有林整備事業債)

238,053 220,359 19,032 201,327

(9) 財 源 対 策 債 23,917 8,292 5,989 2,303

(10) 減 税 補 て ん 債 32,170 20,375 8,251 12,124

(11) 臨 時 財 政 対 策 債 6,763,944 6,133,931 70,500 665,514 5,538,917

(12) 減 収 補 て ん 債 29,000 29,000 29,000

(13) 都 道 府 県 貸 付 金 8,400 8,400 8,400

(14) そ の 他 188,671 176,415 25,800 12,515 189,700

1,105,325 1,343,956 71,800 32,400 71,347 1,376,809

(1) 単 独 災 害 復 旧 事 業 債 676,500 870,377 41,300 30,400 15,224 926,853

(2) 補 助 災 害 復 旧 事 業 債 428,825 473,579 30,500 2,000 56,123 449,956

23,767,274 22,079,763 173,200 1,213,500 2,628,285 20,838,178

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　　分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 額

当該年度末
現在高見込額

　1．　普　通　債

(う ち 合 併 特 例 債)

(うち他会計に係る過疎対策事業債)

　2．　災 害 復 旧 債

合　　　　　計
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